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はじめに 

（１）問題の所在 

インド太平洋地域が自由で開かれた空間であるためには、港湾を含めた交通インフラの

利用が全ての国に区別なく開かれていることと、公平な通商がなされるための連結性

（connectivity）が維持されていることが必要である。そして、中国の一帯一路政策（BRI）

がこれらの法的、政治的、経済的基盤に与えるインパクトが本研究会の検討事項の一つで

あった。BRI の中核は、中国を他国と繋ぐ主要な経済回廊を確保するための、港湾、港湾

と内陸部を接続する鉄道、道路、運河のインフラ建設であり、そのために中国は多様な形

態において沿線国に借款や投融資をしている1。特に中国国有企業らによる港湾に対する投

資あるいは運営権の買収は 2010年以降 18カ国、25件に上っている2。 

BRI が米国や欧州などに対抗して特にユーラシア大陸と南太平洋における自国の勢力圏

を拡大しようとする動きであることには大きな異論はない3。もっともこれによって中国が

OECD 加盟国等の依拠してきた開発金融の枠組み4をバイパスしようとしているがために、

他国政府等から批判がなされている。具体的には、BRI における①融資に関する情報が開

示されていないこと、②融資の健全性評価が欠如していること、③中国企業が建設を行い

スタッフも中国人、建設資材等も中国からの持ち込みを行うなど、投資が「紐付き」（tied）

であること、④環境保全や労働基準に関する現地国の法制を軽視して事業が実施される傾

向があること、⑤独裁政権や人権を侵害しているとして米国や欧州連合（EU）が援助を避

ける国にも投融資をしていることが問題だとされている5。 

すなわち①と②に関しては、中国は相手国が債務を返済できないことが予測される状況

においても貸付をしていることが批判される6。2018 年 9 月、中国＝アフリカ協力サミッ

トにおいて、中国政府はアフリカの一部の最貧国に対しては債務の一部を免除することを

表明したが、それも限定的な動きにとどまっている7。③に関しては、OECD では 2001 年

の勧告で紐付き投資をしないことを勧告しているが8、加盟国ではない中国はそれに制約さ

れない。④に関しては、一般に投資を行う事業体は受入国の国内法に従う義務を負うが、

それが果たされていない場合があると言われる。⑤に関しては、2019年に国連人権理事会

で日本や EU 加盟国を含めた 22 か国がウイグル地区の人権侵害を終わらせることを求め

る共同声明を出したとき9、BRI 参加国を中心とする 50 以上の国が同地区の人権状況の改
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善を報告するなど10、BRI が中国の人権政策の道具として用いられていることも看過でき

ないであろう。以上に加えて、海洋安全保障の観点からは、中国と敵対する国の船舶が BRI

の一環で建設された港湾の利用ができなくなることや、中国がこれらの港湾を軍事的拠点

として海洋支配（sea control）を確立することが懸念されることになる。 

これらの実践が国際法違反ということはできない。しかし、BRI に対して法の支配が及

んでいないのではないかという上記の懸念は検討に値する。中央集権機構がない国際社会

においては、国内社会における三権分立に相当する仕組みはないが、それでも、政府を始

めとした責任主体の説明責任、民主主義、社会的公正の確保は法秩序の基底をなすと言え

るためである11。 

 

（２）本稿の課題と検討の射程 

これに対して、近年では BRI の「法化」（legalization）の動向を観察することができる。

法化とは、ある制度（institution）における権利義務の配分をあらかじめ規則として定めて

おき、紛争が生じた場合には紛争主体から独立した機関による法に基づいた紛争解決がな

されることと本稿では定義しておく12。そのような紛争解決手続としては裁判、仲裁があ

る他、代替的紛争解決手続である調停を含めることがある。本稿の目的はこれらの法化の

動向をレビューし、それが上記の懸念を克服するものであるかを評価することである。 

BRI の国際法上の位置づけに関しては、中国人研究者だけでなく、欧州やアジア地域の

研究者らによっても、相当な数の研究成果が出されている。もっとも、これらは BRIが他

国との競争において展開されているという視点を欠いていることも多い。例えば BRI を

「グローバルな公共財」の構築だとか「人類運命共同体」「天下思想」の基礎付けとして捉

えるアプローチからは13、上記の問題に対する直接的な答えは導かれない。本稿は BRI の

性格付けをめぐる論争には立ち入らず、実証的な法形成のみに着眼して検討を行う。 

 

（３）予備的検討 

上記の検討を行う前に、中国が行っている借款投融資の形態の概要を踏まえる必要があ

る14。何を BRI関連のプロジェクトとするのかは一義的ではないが、2013年に習近平が一

帯一路構想を公にして以降、BRI の経路沿線にある国で中国企業が実施している上記の陸

路ないし航路建設事業がそれに含まれることに異論はないと思われる15。 

プロジェクトのスキームは多岐にわたるためここで網羅することはできないが、中国と

受入国との二国間に限定すれば、まず政府による、あるいは政府が保証する譲許的

（concessional）あるいは商業的な借款投融資あるいは輸出信用がある16。典型的には、国
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家開発銀行や中国輸出入銀行が受入国の政府や企業、あるいは中国企業に有償融資を行い、

当該企業がインフラ建設を行う場合がそれに当たる。また、シルクロード基金からの融資

がなされることもあるが、投資基準が相対的に厳格であり、投資収益が低かったり政治リ

スクが大きかったりするとそれを満たさないとされ、却って BRIとは直接的な関連性を持

たないものもある17。 

次に、国有の商業銀行（例えば工商銀行、中国銀行、建設銀行等）が投資事業体である

中国企業に融資を行ったり、商業銀行が現地企業に直接融資したりする場合（local buyer’s 

credit）もある。ただし後者の場合でも、中国港湾工程有限責任公司や中国水利水電建設集

団などの中国の企業が建設を実施することを条件にすることが少なくない。2018年の米国

商務省の調査によれば商業銀行の資金提供は BRI 関連プロジェクトの約半分を占めてい

る。港湾への投資に関しては、招商局集団有限公司と中遠海運港口有限公司（COSCO）に

よるものが主である18。 

BRIと連携している国際投資銀行として、アジアインフラ投資銀行（AIIB）と新開発銀

行（NDB）がある。これらが BRI沿線国における開発プロジェクトに融資することはある

があくまでも国際機関として実施しているので中国の「国策」としての色彩は希釈されて

いる。また、AIIBと NDBは世銀との協力に基づいて援助をしているため19、そこでのプロ

ジェクトについては冒頭に述べた基準からの逸脱は見受けられない。援助額も中国が独自

に行っているものに比較すると小さい。以上に加えて第三国の政府や企業が関与するプロ

ジェクトがあるが詳細は割愛する20。 

 

法化の動向 

１．関連条約の増加 

法化の動向を端的に示すものとして、中国が締結している経済領域における条約の増加傾

向や国際協力メカニズムの構築がある21。ここでは二国間投資協定（BIT）の増加が最も関連

する。BITには内国民待遇、最恵国待遇、公平かつ平等な待遇、収用からの保護に関する条

項が入るのが標準であるが、投資家保護を重視するか、受入国の利益を重視するかに応じて

規定振りにはバリエーションがある。中国は現在 145カ国・地域との BIT、及び 22カ国・地

域と投資条項の入った自由貿易協定（FTA）を採択もしくは批准している22。1980年代は欧

州、日本、東南アジアが主であったが、1990 年代から東欧、旧独立国家共同体（CIS）諸

国、2000年代からアフリカ諸国が増加している。近年の実践では、投資家保護に関して国

際法基準を参照したり23、投資家保護の範囲を拡大24したりする傾向が指摘されている。 

租税条約のネットワークも拡充されている。一般に二国間租税条約は、①二国間で事業
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取引や投資取引がなされたときの課税関係をあらかじめ定めておいて、二重課税を解消し、

②税情報交換を行い、税逃れを防止することを主な内容とする。中国はこれまでに 110カ

国と租税条約を締結し、そのうち BRI沿岸国の殆どを含む 54カ国と締結している25。また

2010 年代になって既存の租税条約を改正する動きも見られる26。BRI を遂行する上での税

障壁を取り払うことは中国の重要な政策の一部になっている27。なお、中国は税源浸食と

利益移転（BEPS）防止措置実施条約に 2017年に署名しており28、同条約における規則を二

国間租税条約に組み入れている。さらに中国は、BRI沿線国 34国・地域間の政府間租税協

力メカニズム（他に 16カ国＋5国際機関がオブザーバーとして参加）として、税収管理協

力メカニズム（BRITACOM）を 2019年 4月に設立した29。これは沿線国における租税法の

調和化を図り、デジタル化による徴収の確保等を狙いとする。このほかに通商条約の増加

と拡充も顕著である。 

 

２．債務の透明性・持続性の確保 

対外援助に際しては、一般に債務の透明性を向上させることで、債権者や格付け機関な

どがその信用価値を評価でき、被援助国の市民が政府の説明責任を求めることができるよ

うにするべきとされている。世界銀行・IMF、国際決済銀行（BIS）パリクラブ、OECD等

では範囲は異なるがそれぞれ債務情報の開示を勧告、要請している。また IMFと世銀が低

所得国に対する債務の持続性に関して、当該被援助国の経済力に応じて評価する分析枠組

み（DSA）を提供している30。しかし中国はパリクラブと OECD の加盟国ではない。中国

は 2015年から BISに対しては政府間融資に関する情報を提供している31。しかしこの中に

は企業間取引についての情報は含まれていない。 

債務の持続性に関しては、中国財政部は 2017年に「『一帯一路』融資指導原則」を採択

し32、2019年に「『一帯一路』の債務持続可能性に関する分析枠組み」を採択した33。これ

は IMF と世界銀行の DSA を参照して作られた分析ツールであり、財政部が中国だけでは

なく関係国の金融機関や国際機関にその活用を呼びかけるものである34。 

以上に加えて、インフラ投資に関する規律を行うフォーラムとして G20が活用されるよ

うになっている。2016年 5月の伊勢志摩 G7サミットで「質の高いインフラ投資の推進の

ための G7伊勢志摩原則」が採択された後、2018年 9月の「インフラプロジェクトの組成

段階に係る原則」と 2019年 6月の「質の高いインフラ投資原則」が採択されている。後者

の「質の高いインフラ投資原則」は、持続可能な開発やインフラ相互の連結の促進、イン

フラのライフサイクルコストを考慮した経済性の向上、環境への配慮、自然災害及びその

他のリスクに対する強靭性の構築、社会的配慮インフラ統治（governance）の強化をその内
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容とする。G20はこの原則に基づいてインフラ投資に関する融資の実態に関する報告を参

加国に求めたが、これに対する中国の対応は限定的であり、インフラ投資に関する新興国

向け融資の実態については情報非開示であった35。 

 

３．紛争解決手続の強化 

（１）紛争解決機関の指定 

投資家と受入国、あるいは企業間で紛争が生じた場合に、独立した第三者機関による法

に基づいた解決が図られることも、法化の重要な要素である。 

これに関して中国が締結する BITは投資家と受入国との紛争解決手続機関として、国際

投資紛争解決センター（ICSID）を選択していることが多い。ICSIDは 1965年の投資紛争

解決条約（ワシントン条約）の下で世銀内部に設立されている機関であり、その裁定は締

約国の最終裁判所の判決と等価値であり、当該国内で直接執行できる。なお、BIT で保護

の対象にされる事業体（enterprise）の定義は各 BITに規定されるが、政府が保有している

事業体も含むことが標準である。 

また企業間における民商事紛争を解決するのにあたり、仲裁が用いられることは少なく

ない。具体的には契約不履行等の取引に関する紛争、貸金返還請求、信用毀損差止請求、

取引先に対する不正行為に関する紛争などがあり得る。仲裁のメリットとしては、非公開

であること、仲裁人の選定を当事者が行うことができること、条約があれば仲裁裁定も他

国で承認執行がなされることがある。なお、そのような条約として外国仲裁判断の承認及

び執行に関するニューヨーク条約があり36、中国は同条約を 1986年に批准している。また、

国際調停条約が 2018 年 12 月に採択され、中国も署名した37。同条約は調停の結果得られ

た和解合意を執行するためのもので、国連国際商取引法委員会（UNCITRAL）によって起

草されたものである。 

国際仲裁のフォーラムとしてはロンドン、パリ、ブリュッセルの仲裁廷が選択されるこ

とが多かったが、近年では発展途上国間における紛争が増加してきたため、シンガポール、

香港、北京等における機関がそれらの紛争処理を引き受けている点が着目される。 

まず、中国国内における国際紛争処理機関としては中国国際経済貿易仲裁委員会

（CIETAC）、北京仲裁委員会と、上海仲裁委員会があったが、それに加えて、一帯一路に

関する商事紛争を解決する仕組みが作られている。2018年 8月には国際商事専門家委員会

が発足した。また 2018 年 7 月には中国共産党中央委員会および国務院の提案に基づき、

第一国際商事裁判所（広東省深セン市）（海路関係）と、第二国際商事裁判所（陝西省西安

市）（陸路関係）が設立された。この二つの裁判所は最高人民法院の一機関という位置づけ
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であり中国人判事から構成される。ただし紛争当事者は、訴訟、仲裁、調停を選択するこ

とができる38。 

他方で、香港では 2011年 6月 1 日に新仲裁条例（c. 609）が施行されることになり、国

内仲裁と国際仲裁がともに UNCITRAL のモデル法に従うことが定められた。香港におけ

る仲裁判断は、最高人民法院と香港政府間の取り決めにより中国において執行が認められ

ていることから、香港の機関（香港国際仲裁センター等）が中国企業の紛争の解決機関と

して選択されやすい。2019年 4月 2日、最高人民法院は香港司法部との間で、仲裁互助協

定を締結した39。協定により、香港で仲裁を行う場合でも中国国内での保全処分を申し立

てることができるようになった。 

これに対して、シンガポールにおける制度の拡充もなされている。シンガポール国際的

商事紛争の解決に特化した裁判所として 1837 年に設立されたシンガポール国際商工会議

所（SICC）があるが、これに加えて 2018年にシンガポール国際仲裁センター（SIAC）が

設立され、2014年にシンガポール国際調停センターが設立された。 

実際の紛争解決は複数の仲裁法廷と裁判所を経由して行われる。例えば、ジブチ港の開

発を巡っては次の紛争が生じた。2004年、ドバイを拠点とする DPワールドがジブチ国有

事業体である PDSA（Port of Djibouti SA）と共同出資して（PDSA66.66%、DPワールド 33.34％）

ジブチ港を運営する DCT（Durale Container Terminal SA）を設立し、2006年のコンセッショ

ン契約では 30年間の開発をすることとしていた。しかし 2013年に招商局が DCTの 23.5%

をジブチ政府から取得したために、DP ワールドはロンドン国際仲裁裁判所（LCIA）にジ

ブチ政府を提訴し、裁判所は DP ワールドの訴えを認める判断を下していた。しかしジブ

チ政府はその判決履行をせず、2018年 2月に 2004年契約を終了させた40。次いで 2018年

8月に DPワールドは招商局を香港裁判所で提訴しており、現在も係属中である41。このよ

うに紛争解決は単純なものではないが、中国、香港とシンガポールが紛争解決フォーラム

を拡充しつつある傾向は法化の例として指摘に値する。 

 

結語 

以上で素描したように、BRI におけるインフラ投資の法化の傾向は認められる。ただし

それはこれまで欧米や日本などが輸出者間の公正な競争を維持するために設定してきた国

際基準をそのまま遵守するというものではなく、中国がそれらの規則や基準を参照しつつ

独自に国内的な基準や二国間条約を締結する形で行われている。日本は「自由で開かれた

インド太平洋」（FOIP）戦略を打ち出すのにあたり、対中牽制網の形成という色彩を希釈し

て、平和と反映を目指す包括的な「インド太平洋」ビジョンを提示している42。しかし、日
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本が打ち出している構想を実現するためには、中国の「法化」の動向を国際基準に沿う形

で促すことが有効である。条約や指針がどのように履行されていくのかを含め、それらの

動きが冒頭に述べた懸念を克服するものであるかは慎重な評価が必要であろう。 
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